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（1379） 141716
（1380） 141719
（1381） 141721
（1382） 141725
（1383） 141726
（1384） 141733
（1385） 141747
（1386） 141752
（1387） 141756
（1388） 141767
（1389） 910002

らんばあと丸
翠龍
第二和光丸
第十七霧島丸
ＦＲＯＮＴＩＥＲ ＷＡＶＥ
あいこう丸
第一玉力丸
第五東亜丸
ＣＯＲＯＮＡ ＦＲＯＮＴＩＥＲ
興龍丸
ＴＲＡＮＳ ＢＯＲＤＥＲ 」

改める。

第一号１中

「（ 2） 十和田観光電鉄株式会社 同 」を

「（ 2） 削除 削除 」に

改める。

第一号５中

「（ 2）
（ 3）
（ 4）

（ 5）

ソフトバンクモバイル株式会社（紀伊由良基地に係るものに限る。）
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西（由良局に係るものに限る。）
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（日本`韓国ケー
ブル・ネットワークに係るものに限る。）
沖縄通信ネットワーク株式会社（沖縄県内の二以上の市町村にわたっ
て所在するものに限る。）

和歌山県知事
同
福岡県知事

沖縄県知事
」

を

「（ 2）

（ 3）

（ 4）

（ 5）
（ 6）
（ 7）

（ 8）

株式会社シーティーワイ（三重県内の二以上の市町村にわたって所在
するものに限る。）
松阪ケーブルテレビ・ステーション株式会社（三重県内の二以上の市
町村にわたって所在するものに限る。）
株式会社アイティービー（三重県内の二以上の市町村にわたって所在
するものに限る。）
ソフトバンクモバイル株式会社（紀伊由良基地に係るものに限る。）
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西（由良局に係るものに限る。）
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（日本`韓国ケー
ブル・ネットワークに係るものに限る。）
沖縄通信ネットワーク株式会社（沖縄県内の二以上の市町村にわたっ
て所在するものに限る。）

三重県知事

同

同

和歌山県知事
同
福岡県知事

沖縄県知事
」

に

改める。

第一号11中

「（ 4） オエノンホールディングス株式会社（苫小牧工場のうち北海道内の二
以上の市町村にわたって所在するものに限る。）

同
」を

「（ 4） オエノンホールディングス株式会社（苫小牧工場のうち北海道内の二
以上の市町村にわたって所在するものに限る。）

（ 4）の２ 株式会社八戸テレビ放送（青森県内の二以上の市町村にわたって
所在する有線テレビジョン放送及び電気通信事業に係るものに限
る。）

同

青森県知事

」

に、

「（ 9）

（ 10）

同（テレビ共聴施設のうち茨城県内の二以上の市町村にわたって所在
するものに限る。）
財団法人首都圏ケーブルメディア（茨城県内の二以上の市町村にわ
たって所在する有線テレビジョン放送に係るものに限る。）

茨城県知事

同
」
を

第二号８中

「（ 6） 株式会社ケイ・キャット（二以上の道府県にわたって所在する有線テレビジョン放送
に係るものに限る。） 」を

「（ 6） 株式会社ケイ・オプティコム（二以上の道府県にわたって所在する有線テレビジョン
放送に係るものに限る。） 」に

改める。

「（ 9）
（ 10）

削除
財団法人首都圏ケーブルメディア（茨城県内の二以上の市町村にわ
たって所在する有線テレビジョン放送に係るものに限る。）

削除
茨城県知事

」
に、

「（ 30） 株式会社ＪＣＮ関東（テレビ共聴施設のうち東京都内の二以上の市町
村にわたって所在するものに限る。）

同
」を

「（ 30） 削除 削除 」に、

「（ 53）

（ 54）

株式会社シーテック（テレビ共聴施設のうち岐阜県内の二以上の市町
村にわたって所在するものに限る。）
おりべネットワーク株式会社（岐阜県内の二以上の市町村にわたって
所在する有線テレビジョン放送に係るものに限る。）

岐阜県知事

同
」
を

「（ 53）
（ 54）

削除
おりべネットワーク株式会社（岐阜県内の二以上の市町村にわたって
所在する有線テレビジョン放送に係るものに限る。）

削除
岐阜県知事

」
に、

「（ 59） 株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ（静岡県内の二以上の市町
村にわたって所在する有線テレビジョン放送に係るものに限る。）

同
」を

「（ 59） 株式会社ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク（静岡県内の二以上の市町
村にわたって所在する有線テレビジョン放送に係るものに限る。）

同
」に、

「（ 60） 株式会社シーテック（テレビ共聴施設のうち静岡県内の二以上の市町
村にわたって所在するものに限る。）

同
」を

「（ 60） 削除 削除 」に

改める。

〇 総 務 省 告 示 第 四 百 八 十 四 号

地 方 税 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 二 十 六 号 ） 第 三 百 八 十 九 条 第 一 項 第 二 号 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成

二 十 四 年 総 務 省 告 示 第 十 号 （ 地 方 税 法 第 三 百 八 十 九 条 第 一 項 第 二 号 の 償 却 資 産 を 指 定 す る 等 の 件 ） の

一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平 成 二 十 五 年 度 分 の 固 定 資 産 税 か ら 適 用 す る 。

平 成 二 十 四 年 十 二 月 二 十 八 日 総 務 大 臣 新 藤 義 孝

〇 外 務 省 告 示 第 四 百 六 号

平 成 十 七 年 十 月 十 九 日 に パ リ で 採 択 さ れ た 「 ス ポ ー ツ に お け る ド ー ピ ン グ の 防 止 に 関 す る 国 際 規 約 」

の 附 属 書 Ò が 同 規 約 第 三 十 四 条 の 規 定 に 従 い 改 正 さ れ 、 そ の 改 正 は 、 同 条 の 規 定 に よ り 平 成 二 十 五 年

一 月 一 日 に 効 力 を 生 ず る 。 改 正 が 効 力 を 生 じ た 後 の 附 属 書 Ò は 、 次 の と お り で あ る 。

（ 平 成 二 十 四 年 十 一 月 十 二 日 付 け 国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関 事 務 局 長 書 簡 ）

平 成 二 十 四 年 十 二 月 二 十 八 日 外 務 大 臣 岸 田 文 雄

附 属 書 Ò 二 千 十 三 年 の 禁 止 表 （ 二 千 十 三 年 一 月 一 日 に 効 力 を 生 じ た 世 界 ド ー ピ ン グ 防 止 規 範 ）

禁 止 さ れ る 物 質 は 、 S
1 、 S
2 、 S
4 ４ 、 S
4 ５ 及 び S
6

æ に 分 類 さ れ る 物 質 並 び に 禁 止 さ れ る 方 法 の M
1
か ら

M
3
ま で に 規 定 す る 物 質 を 除 く ほ か 、 世 界 ド ー ピ ン グ 防 止 規 範

4
.
2
.
2

の 規 定 に よ り 、 全 て 「 特 定 物 質 」 と み

な す 。
常 に 禁 止 さ れ る 物 質 及 び 方 法 （ 競 技 会 検 査 及 び 競 技 会 外 検 査 ）

禁 止 さ れ る 物 質

S
0 承 認 さ れ て い な い 物 質

こ の 禁 止 表 に お い て 取 り 扱 わ な い 薬 理 学 的 な 物 質 で あ っ て 、 規 制 を 行 う 政 府 の 保 健 当 局 が 人 の 治 療

目 的 使 用 に つ い て 現 在 承 認 し て い な い も の （ 例 え ば 、 前 臨 床 的 な 開 発 若 し く は 臨 床 的 な 開 発 が 行 わ れ

て い る 薬 物 又 は 開 発 が 中 断 さ れ た 薬 物 、 デ ザ イ ナ ー ・ ド ラ ッ グ 及 び 動 物 へ の 使 用 の み が 承 認 さ れ た 物

質 ） は 、 常 に 禁 止 す る 。
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